
 

 

実践プログラム１：環境変動に柔軟に対処しうる社会への転換 

 

研究目標 

人間活動に起因する環境変動（地球温暖化、大気汚染などを含む）と自然災害に柔軟に

対処しうる社会への転換を図るため、具体的なオプションを提案する。 

 

ミッション 

人類社会にとっての地球環境の持続性の本質的な重要性を示すためには、環境変動や自

然災害そのものを研究するだけでなく、それらが貧困、格差、紛争、生存基盤などの社会

問題とどのように関係しているかを明確に概念化するとともに、その知見が現実の社会の

転換に役立つような展望が形成されなければならない。実践プログラム１「環境変動に柔

軟に対処しうる社会への転換」はこうした課題への貢献を目指す。 

具体的には次の二つの課題に取り組む。第一に、気候変動史、環境史を参照しつつ、ア

ジア型発展径路の研究を推進する。人間と自然の相互関係を歴史的に理解するとともに、

各地域の政治的経済的条件や文化的社会的な潜在力を、欧米などのそれと対比させながら

評価する。例えば、アジア太平洋沿岸に広がる臨界工業地帯の発展は、化石資源の輸入と、

土地、水、バイオマスなど、ローカルに豊富に存在する資源とを結びつけることによって

可能になった。そして、これらの地域の産業発展は、高度成長と環境汚染・劣化を同時に

もたらした。こうした歴史過程の原因と帰結を明らかにし、社会の変化や政策の成否を判

断する根拠を提供する。 

第二に、ステーク・ホールダーとの協働によって生存動機のあり方を多面的に解明する。

例えば、スマトラの熱帯泥炭湿地を対象としたわれわれの研究によれば、地域社会の持続

性を確保するためには、「生存」基盤の確保、地域の農民や農業・工業に従事する企業の「利

潤」追求、地方、中央レベルの「統治」行動、政府、NGO、国際機関による「保全」の試

みの４つの動機が適切に働くことが必要であり、村レベルでもこれらの動機を共存・協調

させる必要がある。地域の大学、企業、政府の担当者と協力して行われているこのプロジ

ェクトは、すでに、インドネシアおよび近隣諸国において大きな環境問題となっている泥

炭湿地の火災を防ぐための地方・中央の政策の発展に貢献してきた。 

本プログラムは、これらの目的を達成するにふさわしい、いくつかの具体的テーマを研

究するプロジェクトを有機的に連携させ、研究成果を社会構造の転換につなげる方法を発

展させることを課題とする。 


